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はじめに 

税務署長等の処分に不服があるときは不服申

立手続を行うことができます。 

今回は不服申立手続の手法である、再調査の

請求・審査請求・訴訟についてご紹介いたしま

す。 
 

１. 再調査の請求 

再調査の請求とは、税務署長等が行った更正な

どの課税処分や差押えなどの滞納処分に不服があ

るときに、これらの処分を行った税務署長等に対

して不服を申し立てることです。 

再調査の請求は、原則として処分の通知を受け

た日の翌日から 3か月以内に税務署長等に再調査

の請求書を提出することにより行います。再調査

の請求書を受理した税務署長等は、その処分が正

しかったかどうか調査・審理しその結果を再調査

決定書謄本により納税者に通知します。なお、こ

の再調査の請求を経ずに、直接国税不服審判所長

に対して審査請求を行うこともできます。 

以下の表は、直近の再調査の請求の実績を表し

たものです。年間 1,000 件以上の請求件数があり

ますが、認容割合は 10%程度です。 

 

 

２. 審査請求 

審査請求とは、税務署長等が行った処分に不服が

あるときに、その処分の取消しや変更を求めて国税

不服審判所長に対して不服を申し立てることです。 

審査請求は、再調査の請求を経ずに行うことがで

き、また、再調査の請求に対する税務署長等の判断

になお不服があるときにも行うことができます。な

お、審査請求は、原則として、再調査の請求を経ず 

に行う場合には処分の通知を受けた日の翌日から 3

か月以内に、再調査の請求を経てから行う場合には 

再調査決定書謄本の送達を受けた日の翌日から 1か 

月以内に、審査請求書を国税不服審判所長に提出す

ることにより行います。審査請求書を受理した国税

不服審判所長は、その処分が正しかったかどうかを

調査・審理し、その結果を裁決書謄本により納税者

に通知します。 

以下の表は、直近の審査請求の実績を表したも

のです。平成 27 年度から請求件数が増加傾向に

あり、再調査の請求よりも請求件数は多い傾向に

あります。 

 

 

３.訴訟 

訴訟とは、国税不服審判所長の判断になお不服が

ある場合に、裁判所に訴えを提起することです。 

この訴えの提起は、原則として裁決書謄本の送達

を受けた日の翌日から 6か月以内に行う必要があり

ます。 

以下の表は、直近の訴訟の実績を表したもので

す。提起件数は、再調査の請求や審査請求 10%程度

で、平成 30 年度の原告勝訴の割合は 3%程度しかあ

りません。 

 

 
 

おわりに 

いずれの手法も納税者の認容（勝訴）割合は 10%

程度です。出典サイトには、税目ごとの認容割合な

どの詳細情報が記載されておりますので、ご興味が

ある方はご確認ください。    （担当：高瀬） 

【再調査の請求の状況】

伸び率 割合
件 ％ 件 件 ％

平成26年度 2,755 16.8 2,745 256 9.3
平成27年度 3,191 15.8 3,200 270 8.4
平成28年度 1,674 △ 47.5 1,805 123 6.8
平成29年度 1,814 8.4 1,726 213 12.3
平成30年度 2,043 12.6 2,150 264 12.3
令和元年度 1,359 △ 33.5 1,513 187 12.4

区分
再調査の請求件数 処理済

件数
請求認容件数

【審査請求の状況】

区分 審査請求件数 処理済 認容件数
伸び率 割合

件 ％ 件 件 ％

平成26年度 2,030 △ 28.9 2,980 239 8.0
平成27年度 2,098 3.3 2,311 184 8.0
平成28年度 2,488 18.6 1,959 241 12.3
平成29年度 2,953 18.7 2,475 202 8.2
平成30年度 3,104 5.1 2,923 216 7.4
令和元年度 2,563 △ 17.4 2,846 375 13.2

【国側を被告とした訴訟状況】

伸び率 割合
件 ％ 件 件 ％

平成26年度 237 △ 18.3 280 19 6.8
平成27年度 231 △ 2.5 262 22 8.4
平成28年度 230 △ 0.4 245 11 4.5
平成29年度 199 △ 13.5 210 21 10.0
平成30年度 181 △ 9.0 177 6 3.4
令和元年度 223 23.2 216 21 9.7

区分
訴訟提起件数 訴訟終結

件数
原告勝訴件数

注）「訴訟提起件数」は事件区分の変更等の調整件数と本年度提起件数の合計である。
【出典：https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/sonota2019/pdf/r01_20_fufukushinsa.pdf】

《会計・税務の知識》 税金に関する不服申立 

2021.7.1 号 

【出典：https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/sonota2019/pdf/r01_20_fufukushinsa.pdf】

【出典：https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/sonota2019/pdf/r01_20_fufukushinsa.pdf】


